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（判示事項）
　熟慮期間の起算日を抗告人らが被相続人の債務の存在を認識した日であ
るとして、相続放棄の申述を却下した原審判を取り消して、相続放棄の申
述が受理された事例
【事実】
　被相続人Ａの長女 X1及び二女 X2が、家庭裁判所に相続放棄の申述をし
たところ、却下されたため、高等裁判所に抗告した事案である。
１　被相続人Ａは、平成22年８月８日死亡し、その相続人は、長男Ｂ、
長女 X1及び二女 X2であり、抗告人らはそのころＡ死亡の事実を知った。
２　Ａは、生前、自宅である土地建物ほかの不動産（本件不動産）を所有
し、ＢのＣ信用金庫に対する貸金債務を連帯保証していた。
判例研究
相続放棄申述の熟慮期間の起算日に
ついて判断した事例
東京高等裁判所平成26年３月27日第11民事部決定（平成25年
（ラ）第1685号　相続放棄申述却下審判に対する抗告事件）判例
時報2229号21頁、戸籍時報723号42頁。原審判取消し・申述受理
（原審・長野家裁平成25年７月16日審判（平成25年（家）第4161
号ほか））。
河　野　泰　義
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３　X1及び X2はいずれも婚姻していて、Ａから経済的援助を頼まれたこ
とはなく、Ａに経済的援助を頼んだこともなかった（X1は昭和53年に婚
姻後、昭和55年12月から昭和56年４月の５か月間を除き、Ａと同居した
ことはなく、Ａのもとを訪れるのは月２回程度であった。また、X2は、
昭和58年に婚姻後、遠方に居住していてＡと同居したことはなく、Ａと
会うのは年１、２回であった。）。
４　Ａは、生前、自己の財産を全部Ｂに譲る意向を示していて、X1も X2
もＡのこの意向を聴いていたし、これに異議を言う者もいなかった。X1
も X2も、Ａ死亡当時、Ａ所有の不動産があることは知っていたものの、
Ａの債務の存在は知らず、ＢがＡの相続財産一切を相続したので、自分た
ちが相続するものはない、と考えていた。そのため、X1も X2も相続放棄
の申述はもとより、Ｂとの間で遺産分割協議もしなかった。Ｂは相続開始
後、Ａの相続財産を管理していた。
５　X1及び X2は、Ｂから、本件不動産についてＢ名義に移転登記したい
ので「遺産分割協議証明書」に署名押印してほしいと頼まれ、これに応じ
て、平成24年２月20日、21日「遺産分割協議証明書」に署名押印してＢ
に送付又は交付した。この書面には、共同相続人全員で分割協議をした結
果その相続財産に属する不動産はＢが取得したことを証明する、との記載
がある。X1及び X2はこの署名押印・交付・送付によりＢが相続財産を全
て承継し自らはＡの相続について放棄したと考えていた。なおこの時も
X1及び X2はＡの債務の存在は知らなかった。
６　Ｂは平成25年３月ころ、被相続人から相続した所有不動産を売却し
てＣ信用金庫に対する貸金債務の弁済に充て、Ｃの同不動産に対する根抵
当権の抹消をしようと考えた。
７　ＢはＣ信用金庫から、保証債務履行責任を承知している旨の記載のあ
る X1及び X2の署名押印のある承諾書を提出するよう求められ、X1及び X2
に無断でその署名押印をした後、X1及び X2に対し、Ｃ信用金庫から確認の
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電話があったときは承諾書のことを承知している旨答えるよう依頼した。
８　これに対し X1及び X2は不審に思い、Ｂに質問したりＣ信用金庫に問
い合わせたりした。そして、X1及び X2はＡがＢのＣ信用金庫に対する貸
金債務を連帯保証しており相続債務としてこの保証債務があることを知っ
た。
９　X1及び X2は、平成25年４月２日、原審家庭裁判所に、相続の開始を
知った日が同年３月、ＡがＢの連帯保証人になっていることを知らなかっ
た旨、放棄の理由は債務超過、負債不明と相続放棄申述書に記載して、本
件各申述を申し立てたが、原審はこれを却下した。
【決定要旨】
　原審判取消し、相続放棄申述受理。
１　認定事実によれば、X1及び X2（抗告人ら）は被相続人が死亡した当
時被相続人の相続財産に不動産があることを知っていたものの、被相続人
の意向を聞いていたために長男であるＢがこの不動産等被相続人の相続財
産を一切相続したので、自らには相続すべき被相続人の相続財産がないも
のと信じていたことが認められる。また、被相続人の意向、被相続人と X1
及び X2との生前の交流状況からすると、X1及び X2が上記のように信じて
いたことについて相当の理由があったことも認められる。なお、X1及び X2
は、平成24年２月20日ころ、「遺産分割協議書」に署名押印し、Ｂに送付又
は交付したことが認められるが、上記書面は、被相続人の相続財産の不動
産についてＢの名義に移転登記するためにＢに送付等されたものであり、
現実に遺産分割協議がされたものではないから、この書面の送付等をもっ
て、自己のために相続の開始があったことを知ったものと認めることはで
きない（この点に関する経過の詳細等については、訴訟が提起された場合
にその訴訟手続内において判断されるべきである。）。
　その後、X1及び X2は、Ｂから承諾書の件で依頼を受け、Ｃ信用金庫に
問い合わせること等により、平成25年３月26日、ＢのＣ信用金庫に対する
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貸金債務についての連帯保証債務が被相続債務として存在していることを
知ったのであるから、本件における熟慮期間の起算日は、X1及び X2が前記
連帯保証債務の存在を認識した平成25年３月26日とするのが相当である。
　したがって、同日から７日後に行った X1及び X2の本件各申述は、未だ熟
慮期間内の申立てであるから、これらをいずれも受理するのが相当である。
（参照条文）
　民法915条１項、938条、家事事件手続法別表第１の95の項、39条、201条。
【評釈】
１　はじめに
　民法915条１項による相続放棄の申述は、実務上頻繁に現れる事件であ
り（1）、その審判の方式についても、後述のように簡略した形式でされてい
るのが普通である。申述受理の審判の効果としては、受理が確定してもそ
の効力についてさらに訴訟等で争われる余地があるのに対し（相続放棄の
申述が受理された場合でも、法律上の無効原因が存在するときは、後日訴
訟でこれを主張することを妨げない（2））、不受理が確定した場合には、こ
の不受理による効果を訴訟等で争う余地はもはやない。そこで、債務超過
による相続放棄の申述の場合、債権者としては、受理された相続放棄の効
果を別途訴訟等で争うことができるのに対し、不受理審判を受けた相続人
にとっては、債権者からの訴訟に対し放棄を理由に債務を免れることがで
きず、決定的で重大な影響がある。
２　本決定の意義
　本件は、相続財産を相続しなかった相続人が、相続債務の存在が判明し
（1）　年々増加しており、最高裁司法統計によると、平成26年は18万件以上で、家
事審判新受事件の約４分の１を占めている（http://www.courts.go.jp/app/files/
toukei/171/008171.pdf）。
（2）　最高裁第三小法廷昭和29年12月24日判決・民集８巻12号2310頁。
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たので、相続放棄の申述をしたが、その時には既に当該相続人が相続開始
を知ってから３か月を経過していた事案である。放棄の熟慮期間をいつか
ら起算すべきかが問題になり、原審判は相続放棄申述を却下したのに対
し、本決定は、原審判を取り消して受理した。まず、周知の最高裁判例を
前提に、その後の下級審裁判例、実務の運用を俯瞰し、そのような運用の
理由を考察し、今後の解釈運用を展望する。
３　相続放棄の熟慮期間についての民法の規定
　民法915条１項本文は、「相続人は、自己のために相続の開始があった
ことを知った時から三箇月以内に、相続について、単純若しくは限定の承
認又は放棄をしなければならない。」と定め、同期間（考慮期間又は熟慮
期間と呼ばれる。）内に限定承認又は相続の放棄をしなかったときは、同
法921条２号により、相続人は単純承認をしたものとみなされることにな
る。相続の放棄をしようとする者は、熟慮期間内にその旨を家庭裁判所に
申述しなければならず（民法938条）、この申述の受理は審判事項であり
（家事事件手続法39条、別表第１の95の項）、申述受理の審判によって相
続の放棄が成立し、その効力が生ずる。却下の審判に対しては即時抗告が
できるが（家事事件手続法201条９項３号）、受理の審判に対しては不服
申立ての途はない。
４　熟慮期間の起算日についての最高裁判例
　周知のとおり、最高裁昭和59年４月27日第二小法廷判決・民集38巻６
号698頁（以下「59年最判」という。）がリーディング・ケースである。
　この事案は次のようなものであった。ＸがＺに対する貸金の連帯保証人
であるＹを被告として保証債務履行を求める訴えを提起して第１審で勝訴
したが、判決言渡後判決正本送達前にＹが死亡して訴訟が中断した。相続
人 Y1～ Y9は長期間Ｙと没交渉だったため、Ｙの生活状況を知らず、第１
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審訴訟の存在も知らず、Ｙの資産は全くないと誤信していた。そこで Y1
～ Y9は相続についての手続を放置していたところ、ＸがＹ死亡後３か月
以上を経過してから判決送達手続を進めるため訴訟の受継の申立てをし
た。Y1～ Y9はＹ死亡後１年近く経過してから判決正本の送達を受け、初
めて本件訴訟の存在を知り、控訴するとともに相続放棄の手続をして受理
された。原審がＸの請求を棄却し、Ｘが上告した。上告審は次のように判
示して上告を棄却した。
　「民法九一五条一項本文が相続人に対し単純承認若しくは限定承認又は
放棄をするについて三か月の期間（以下「熟慮期間」という。）を許与し
ているのは、相続人が、相続開始の原因たる事実及びこれにより自己が法
律上相続人となった事実を知った場合には、通常、右各事実を知った時か
ら三か月以内に、調査すること等によって、相続すべき積極及び消極の財
産（以下「相続財産」という。）の有無、その状況等を認識し又は認識す
ることができ、したがって単純承認若しくは限定承認又は放棄のいずれか
を選択すべき前提条件が具備されるとの考えに基づいているのであるか
ら、熟慮期間は、原則として、相続人が前記の各事実を知った時から起算
すべきものであるが、相続人が、右各事実を知った場合であっても、右各
事実を知った時から三か月以内に限定承認又は相続放棄をしなかったの
が、被相続人に相続財産が全く存在しないと信じたためであり、かつ、被
相続人の生活歴、被相続人と相続人との間の交際状態その他諸般の状況か
らみて当該相続人に対し相続財産の有無の調査を期待することが著しく困
難な事情があって、相続人において右のように信ずるについて相当な理由
があると認められるときには、相続人が前記の各事実を知った時から熟慮
期間を起算すべきであるとすることは相当でないものというべきであり、
熟慮期間は相続人が相続財産の全部又は一部の存在を認識した時又は通常
これを認識し得べき時から起算すべきものと解するのが相当である。」（た
だし、宮崎悟一裁判官の反対意見がある。）
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　熟慮期間は、原則として相続人が相続開始原因たる事実（被相続人の死
亡）及び自己が法律上相続人となる事実を知った時であるとそれまで解さ
れていたところ（3）、59年最判はその例外を認めたものである。当時の担当
最高裁調査官の解説によると、次のような説明がされている。すなわち、
悪質な金融業者が熟慮期間の仕組みを悪用して故意に期間経過後に相続債
務の取立てをするケースがあったということや一般的にも相続人に対し将
来遺産債務が現れることを予想して相続放棄をすることは酷であるし、相
続債権者にも相続人の資力を当てにする利益はないということが考慮され
るが、一方で相続の確定が相続人の主観に左右されて不安定になるし、相
続財産の調査をせずに軽率に相続財産がないと誤信した相続人を保護する
わけにはいかない、そこで、相続財産が全くないと信じて熟慮期間を徒過
したことに過失がない場合（相当な理由がある場合）には相続の開始を
知ったとはいえない、とする起算日の例外を採用した、そして、「相当な
理由」はかなり厳格に解されるが、核家族化の進んだ今日ではその事案も
少なくないであろう、と（4）。
５　熟慮期間の起算日についての学説と裁判例
（１）　従来から、いくつかの学説があり、59年最判以前は、相続開始覚
知時説、相続人たること覚知時説、相続財産の存否・状況等覚知時説、相
続債務の存否覚知時説、債務超過の存否覚知時説、起算日例外説、その他
に分けられるとされていたが（5）、59年最判以後は、起算日例外説が有力と
なり、裁判例はこれに沿って運用されており、学説も概ねこれを支持して
いると言われる（6）。
（3）　大審院大正15年８月３日決定・民集５巻10号679頁。
（4）　遠藤賢治・時の判例（ジュリスト No.819・100頁）（昭和59年）なお、同・最高裁
判所判例解説民事篇昭和59年度188頁。
（5）　上原裕之「相続放棄の熟慮期間の起算点につき、緩やかな解釈がとられた事例」
（平成11年度主要民事判例解説191頁。（後掲⑦の名古屋高裁平成11年決定の評釈）
（6）　内田貴「民法Ⅳ補訂版　親族相続」349頁（平成16年）、池田光宏「相続放棄の熟
慮期間の起算点」（判例タイムズ臨時増刊688号「遺産分割・遺言215」）17頁（平成
元年）。
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（２）　熟慮期間の起算日のいわゆる繰下げの基準については、59年最判
で決着を見たようにみえるものの、その後の裁判例を見ると、取扱いは必
ずしも一定していない。さらには、①相続放棄の申述受理の段階と、②受
理された相続放棄の効力が訴訟等で争点になる段階（59年最判は後者で
ある。）とでは、審理の範囲・程度が異なり、その判断基準さえ区々なの
ではないかという疑問がある。
　59年最判の射程の理解については、学説及び裁判例とも、いわゆる限
定説と非限定説との対立がある（7）。これは、起算日の繰下げができる場合
に関し、59年最判の「被相続人が相続財産が全く存在しないと信じたた
めであり」との文言を、文字通り「相続財産が全く存在しない」と信じた
場合に限る（限定説（8））か、それとも、一部相続財産の存在は知っていて
も通常人がその存在を知っていれば当然相続放棄をしたであろうような
「債務が存在しない」と信じた場合も含まれる（非限定説）（9）とするか、
という解釈の違いである（10）。前説は、動的安全（相続債権者の利益等取引
の安全・安定）を重視し、相続の確定が相続人の主観的事情により左右さ
れると法的安定性を害しなるべく早期に相続による権利関係を確定させよ
うとする法の趣旨に反するとし、後説は、静的安全（狡猾な金銭債権者に
はめられかねない相続人の利益）を重視し、多額の保証債務など消極財産
の存在は相続人には判明し難いことに加え、被相続人に対する債務の履行
を相続人から得るという債権者の期待は保護する必要がないとする（11）。そ
の後の、最高裁平成13年10月30日第三小法廷判決・家裁月報54巻４号70
（7）　尾島明「民法915条１項の熟慮期間の起算点について」家裁月報54巻８号７頁（平
成15年）に詳しい。
（8）　尾島・前掲注７・28頁。
（9）　竹田央「相続の承認及び放棄」（講座実務家事審判法（３）所収。平成元年）45頁
は、59年最判は積極財産が全く存在しない事案であるからその判示は積極財産が存
在する場合には適用がないと解する余地があり、また、消極財産の認識可能性がな
い場合には相続の承認・放棄につき適切な選択ができないから積極財産の存在を認
識していても、相当の理由をもって消極財産が全く存在しないと信じている場合に
は熟慮期間は進行しないと解すべしとする。
（10）　この２つの学説の意味につき、尾島・前掲注710頁。
（11）　尾島・前掲注７・21頁、梶村・平成17年度主要民事判例解説145頁参照。
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頁は、限定説に立って相続放棄の申述を不適法とした原審に対する許可抗
告を棄却したので、最高裁は限定説に立つとの解釈もみられる（12）。両説の
中間的見解として、限定説を緩和する説（積極財産の存在を認識していて
も、相続債務が全く存在しないと誤信した場合にも繰下げを認める。）も
ある（13）。
６　家裁の受理審判の性質及び審理範囲とその程度はどうか。
（１）　性質
　受理審判の性質については、ア　公証行為説（放棄の意思表示を裁判所
が公証するにとどまり、裁判ではない。）、イ　裁判説（家庭裁判所が申述
の適否ないし効力を調査判断してする一種の受理行為であり、私人の意思
表示に国家が協力する広い意味の裁判である。）、ウ　準裁判説（公証的性
質を持った準裁判行為である（14）。）の諸説があるとされる（15）。もっとも、こ
れらの諸説の理念的な違いにより審理範囲が当然異なるものかは疑問であ
る。より重要なことは、関係規定の構造に照らし、その審理範囲・程度は
いかにあるべきかの考察ではないかとの指摘がされる（16）。
（２）　審理範囲・程度
　相続放棄の実体的要件は、①法定の方式を具備していること、②相続人
であること、③法定の期間内であること、④相続人の真意に出たものであ
ること、⑤法定単純承認となる事実がないことなどであるが、家庭裁判所
（12）　尾島・前掲注７・33頁、松田亨「相続放棄・限定承認をめぐる諸問題」（野田・梶
村編「新家族法大系第３巻相続 [Ⅰ ]」・平成20年）393頁、前掲⑲の大阪高裁判決
の判例タイムズ1309号252頁コメント（無記名）。
（13）　松田・前掲注12・400頁。両説につき詳細な分析をした上で、「限定説の緩和」を
提唱する。
（14）　大阪高裁平成14年７月３日決定・家裁月報55巻１号82頁、友田和昭「相続放棄の
申述の受理手続における家庭裁判所の審理範囲」（大阪高裁昭和61年６月16日決定家
裁月報38巻11号106号の評釈。家裁月報39巻５号115頁）。
（15）　谷口安平ほか編「新版注釈民法（27）［補訂版］」（山木戸・宮井執筆部分。平成
25年・有斐閣）594頁、友田前掲など参照。
（16）　榮春彦・平成15年度主要民事判例解説（前掲注14の大阪高裁決定の評釈）127頁
参照。
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がこれらをどの範囲・程度で審理し得るかについては見解は分かれてい
る。上記の①、②、④はまず問題がない（その審理方式も書面審査が主で
簡易である。）。問題は、③と⑤である。
　これについては、概ね、肯定説、明白に欠くときは却下できるとの説、
否定説に分かれる（17）。
　さらに、原則受理説が生まれる。対審構造でなく既判力もない受理審判
ではあるが、反面、一たび却下が確定してしまうと、もはや放棄を理由に
債務を免れることができない、という強い効果があるから、あたかも熟慮
期間遵守を要件事実としてその証明責任を申述人に負わせるような、踏み
込んだ審理は相当でない。これは家裁が相続人から訴訟での抗弁を予め奪
うことになって相当でないし、審理の範囲にも限界があるというべきであ
る。相続債権者は効力を争う余地がある。そこで、債務超過を理由とする
相続放棄の申述申立ての場合は、他の要件を満たせば、原則として却下の
余地はない（18）、あるいは、家庭裁判所においては、相続放棄の申述を受理
するのが原則であって、実質的要件の欠如が明白かどうかをチェックする
だけで審理の程度も一応のものに止め、明らかに実質的要件を欠くと認め
られる場合を除き原則として申述を受理すべし（19）、というものである。
７　59年最判以後の下級審裁判例
　ここで、高裁段階の主な公判裁判例につき、受理の審判と訴訟に各段階
に分け、それぞれ起算点の繰下げ肯定例と否定例に分けて概観する（20）。（以
下の判旨紹介において、下線及び傍点は筆者が付与。）
（17）　沼辺愛一「相続放棄申述事件の審理」（判例タイムズ250号157頁）・上原裕之「相
続放棄三題」（現代裁判法大系（12）133頁・新日本法規）など参照。
（18）　釜元修「家庭裁判所が相続放棄の申述を却下できる場合」右近健男＝小田八重子
＝辻朗編「家事事件の現況と課題」238頁。
（19）　友田・前掲注14・117頁。 
（20）　59年最判以後の裁判例を、事実の錯誤と法律の錯誤という観点で分類・考察を試
みたものとして、須田啓之「民法915条に定める熟慮期間の起算点」家裁月報40巻
11号137頁（神戸家裁昭和62年10月26日審判・家裁月報40巻３号60頁の評釈）。
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（１）　受理の審判とその抗告審
　ア　肯定例
　　① 仙台高裁昭和59年11月９日決定・家裁月報37巻６号56頁、判例タ
イムズ541号238頁
法の不知により相続の効果が及ぶことを知らなかった場合にも最高
裁判例の例外（相当な理由）に当たるとした。
　　② 大阪高裁昭和61年６月16日決定・家裁月報38巻11号106頁、判例時
報1214号73頁
被相続人Ａ死亡後約１年４か月経過後に、Ａの債権者から支払催告
書が送られてきたので、その子Ｘらは相続放棄の申述。原審はＡ死
亡時から３か月が経過しているとして却下したのでＸら即時抗告。
本決定は、被相続人の死亡から３か月経過後の放棄申述であって
も、その期間内に相続放棄をしなかったのが相続財産が全く存在し
ないと信じたためであり、かつそのように信ずるにつき相当な理由
を認めるべき特段の事情の主張があり、しかも、それが相当と認め
得る余地のあるものについては、その実体的事実の有無の判定を訴
訟手続に委ね、当該申述が真意に出たものであることを確認した
上、原則として、申述を受理すべきものである、として、原審に差
し戻した。
　　③仙台高裁平成元年９月１日決定・家裁月報42巻１号108頁
相続放棄申述の受理審判に当たっては、法定単純承認の有無、熟慮
期間経過の有無、詐欺その他取消原因の有無等のいわゆる実質的要
件の存否について、申述書の内容、申述人の審問の結果あるいは家
庭裁判所調査官による調査の結果等から、申述の実質的要件を欠い
ていることが極めて明白である場合に限り、申述を却下するのが相
当であるとした上で、相続人が相続財産として不動産が存在するこ
とを認識していても、農家なのでこれは長男が取得するもので自己
0 0
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が
0
相続取得することはないと信じかつそう信じたことに無理からぬ
事情が伺われる場合には、被相続人の債権者から請求があって初め
て債務の存在を知ったと解する余地があり、上記無理からぬ事情が
あるとして、原審判を取り消して申述を受理した。
　　④福岡高裁平成２年９月25日決定・判例タイムズ742号159頁
被相続人Ａは昭和63年10月28日死亡し、X1及び X2はＡの養子であ
るが、Ａは昭和54年に50万円の貸金の連帯保証人となっていて、
X1及び X2は平成元年11月28日に同月24日付け承継執行文を付与さ
れた公正証書謄本の送達を受け、同年12月12日ころ債権者から書
面で各相続分につき即時払いを請求されたので、相続放棄の申述を
した。家裁は熟慮期間を徒過したとして受理しなかったので X1及
び X2は抗告した。
本決定は、相続放棄の申述が熟慮期間かどうかの要件については、
家裁は相続放棄の申述に対し申述人が真の相続人であるかどうか申
述書の署名押印等法定の方式が具備されているかどうか、３か月の
熟慮期間内の申述かどうかの実質的要件も審査することができると
解するのが相当であるが、相続放棄の申述の受理が相続放棄の効果
を生ずる不可欠の要件であること（民938）、不受理の効果が大き
いこととの対比で、却下審判に対する救済方法が即時抗告しかない
のは抗告審の審理構造からいって不充分であると言わざるを得ない
ことを考えると、熟慮期間の審理については家裁は一応の審理で足
り、その結果同要件の欠缺が明白である場合のみ却下すべきで、そ
れ以外は同申述は受理するのが相当であるとして、原審判を取り消
して差し戻した。
　　⑤仙台高裁平成７年４月26日決定・家裁月報48巻３号58頁
被相続人Ａの死亡後１年９カ月余りを経過した後の相続人Ｘらの相
続放棄の申述を却下した原審判に対する即時抗告審において、Ｘら
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はＡの死亡当時、Ａ名義の不動産が存在していたことは認識してい
たものの、Ａの生前から、Ａ名義の不動産の一切を他の相続人であ
る長男Ｂが取得することで合意していたことから、Ａ死亡後も当然
にその合意のとおりＢに権利が移転するものと考え、自らが
0 0 0
取得す
る相続財産は存在しないものと考えていたことが窺われるから、Ａ
名義の不動産が相続の対象となる遺産であるとの認識はなかったも
の、すなわち、被相続人の積極財産及び消極財産についての相続の
開始があったことを知らなかったものと認めるのが相当である、と
して、原審判を取り消し、相続放棄の申述を受理した。
　　⑥仙台高裁平成８年12月４日決定・家裁月報49巻５号89頁
抗告人Ｘらは、被相続人Ａ死亡当時、Ａと同居又は同一敷地内の別
棟に居住していて、Ａには相続の対象となる資産がなく、ＡのＢ銀
行等に対する債務については、その存在自体知らない者や物上保証
人が負担するので債務が残っていると考えていなかった者であり、
Ａ死後４カ月以上経過してからＢ銀行からの書面によりＡの債務額
（全部で約１億3500万円）が判明した事案につき、相続放棄の申
述が熟慮期間内のものであるか否かを判断する場合には、その要件
の欠缺が明らかといえないようなときには申述を受理すべきであ
る、として、原審判を取り消して、原審に差し戻した。
　　⑦名古屋高裁平成11年３月31日決定・家裁月報51巻９号64頁・（21）
被相続人Ａは平成５年２月24日死亡し、申述人Ｘは被相続人の三
男で、Ａ死亡当日これを知り遺産に自宅不動産のあることも知って
いた。しかし、ⅰＸはＡから生前贈与を受けていた、ⅱＡ死亡後共
同相続人間で二男Ｂが跡を継ぎＢがＡの妻Ｃの面倒を見る旨協議が
できた（Ｂは従前から父母と同居）、ⅲＸはＡから債務があると聞
かされていなかったなどの事情から、Ｘが相続すべきものはないと
（21）　評釈として、判例タイムズ1036号（平成11年度主要民事判例解説）190頁（上原
裕之）
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信じ、相続手続一切をＢに任せ相続放棄などの手続をしなかった。
平成10年10月、Ｄ会社からＸに催告、内容はＡが生前Ｅ会社の債
務を連帯保証していたので相続人Ｘに請求するというもの。請求額
２億5000万円。Ｘはこの催告ではじめてＡの債務を知ったとして
平成11年１月相続放棄申述。原審は却下。
本決定は、相続人が被相続人の死亡時に被相続人名義の遺産の存在
を認識していたとしても、その財産は他の相続人が相続する等のた
め自己が
0 0 0
相続取得すべき財産はないと信じ、かつそのように信じた
としても無理からぬ事情がある場合には、（当該遺産が相続の対象
となる遺産であるとの認識がなかったもの、すなわち被相続人の積
極財産及び消極財産について）自己のために相続の開始があったこ
とを知らなかったものと解するのが相当である、とし、この「無理
からぬ事情」の有無等についてさらに審理を尽くすべしとして、原
審判を取り消して、原審に差し戻した。
　　⑧ 東京高裁平成12年12月７日決定・家裁月報53巻７号124頁、判例タ
イムズ1051号302頁（22）
被相続人Ａ（会社の創業者）は平成７年10月26日死亡、申述人Ｘ
はＡの長女で、同日、Ａの死亡及び自己が相続人である事実を知
る。Ａは生前の平成４年に債務を含む遺産すべて（ただしマンショ
ン敷地一部脱落）を長男Ｂ（Ａから会社の社長職を譲り受けた者）
に相続させ、遺言執行者をＤ銀行とするなどの公正証書遺言作成。
それでＸは自分が相続する積極消極財産は全くないものと考えて遺
留分減殺請求もせず相続放棄の手続もしなかった。Ａ死亡から２年
以上経過してＢがＡから承継した会社が倒産し自己破産申立て。そ
の後平成12年６月17日マンション購入のための住宅金融公庫の抵
当権付きローンについての催告書が送付され、Ｂ単独承継の手続が
（22）　評釈として、同1096号（平成13年度主要民事判例解説）106頁（上原裕之）
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されていないことを知る。Ｘは同日から３か月以内の同年８月30
日に相続放棄申述。原審は、ＸがＡ死亡時点で相続財産が存在した
ことを認識していたので自己が相続しないと理解していたとしても
熟慮期間は認識の時から進行するとして却下。Ｘ即時抗告。
本決定は、民法915条１項本文の趣旨について59年最判を引用した
上、遺言があるので自分は
0 0 0
積極消極財産を全く承継しないと信じた
ことについて遺言の内容、遺言執行者のＤ銀行のＸらに対する報告
内容に照らし相当な理由があったから、ＸがＡの相続開始後所定の
熟慮期間内に単純承認限定承認相続放棄のいずれかを選択すること
はおよそ期待できなかった、死亡を知っただけでは自己のために相
続があったことを知ったとはいえないとし、相続開始時に相続財産
があることを知っていたとしても熟慮期間は進行せず、上記催告を
受けて初めて債務相続の立場にあることを知り、この時から所定の
熟慮期間内の放棄申述は適法として、原審判を取り消し、申述受理
手続のため差し戻した。
　　⑨福岡高裁平成16年３月16日決定・判例タイムズ1179号315頁（23）
本件の被相続人Ａはいわゆるカネミ油症事件の患者で国家賠償請求
訴訟で一部勝訴して仮執行宣言に基づき約390万円の仮払を受けた
が、控訴審で訴えを取り下げたため国に対し同額の返還債務が生じ
た。即時返還ができなかったので長崎地裁で平成９年12月12日債
務履行を５年間延長する旨の調停が成立したが、Ａは平成14年３月
27日死亡。ＸはＡの母で、第１順位の相続人であるＡの妻と子は
先に相続放棄をし、Ｘはこれを農水省に送付したところ、同省担当
者から、先順位相続人全員の相続放棄が確認されれば関係書類を送
付するのでそれを見て対応を決めるよう、説明された。そこでＸは
関係書類送付後でないと相続放棄はできないと信じていたところ、
（23）　評釈として、判例タイムズ1215号（平成17年度主要民事判例解説）144頁（梶村
太市）
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平成15年５月28日農水省からＡの相続についての意向確認書が送
付されこれには第１順位相続人が全員相続放棄したので第２順位相
続人は相続放棄申述をしない限りを国への仮払金返還債務を相続す
る立場にある旨の記載があった。そこでＸは、同月29日長崎家裁
上県出張所に同月28日に相続開始を知ったとして相続放棄の申述
をした。原審は、Ａの債務負担の経緯や先順位相続人の相続放棄の
事実を知った時点で熟慮期間が進行し期間経過後の申述として却下
した。本決定は、農水省担当者からの上記説明を受け相続開始事実
を認識したのは関係書類送付時点であるから、その時から熟慮期間
が進行する、として、原審判を取り消して申述受理。
　　⑩名古屋高裁平成19年６月25日決定・家裁月報60巻１号102頁
申述人Ｘ（被相続人Ａの子）が、Ａ死亡時（平成18年３月29日）
に死亡事実とＡ所有の不動産があることを知っていたが、昭和54
年ころからＡと別居していて、先にＡの夫Ｃの遺産土地を相続取得
していたし、Ａの子ＤがＡの土地に居住し、Ａが一切の財産をＤに
相続させる旨の公正証書遺言をしていた。これら事情から、ＸはＡ
死亡時においてＤがＡの不動産を取得し自ら相続すべき財産はない
と信じたことにつき相当の理由があり、平成19年２月28日譲受債
権請求事件の訴状を受領して初めて相続債務（ＡのＥ銀行に対する
連帯保証債務）の存在を知り、その時から熟慮期間が起算されると
して、申述を却下した原審判を取り消し、申述受理。
　　⑪東京高裁平成19年８月10日決定・家裁月報60巻１号102頁
申述人Ｘ（被相続人Ａの母、明治43年生）が、Ａ死亡時（平成17
年12月17日）に死亡事実とＡに相続財産（電力会社の送電線用の
鉄塔に隣接する４坪程度の変則的三角形の土地で送電線路の設置と
保全のために立入りができる地役権が設定されている。）、Ａには債
務があることは知らず、Ａとの日常の交際はほとんどなかった。親
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族が取得した上記土地の登記事項証明書で根抵当権の仮登記がある
ことを知り、その残元本額は600万円を下らない。Ｘが相続財産が
あると認識していても、その財産価値はほとんどなく、消極財産は
全くないと信じ、Ⅹの年齢（相続当時95歳）や交際状況からその
ように信じるにつき相当な理由があり、申述を却下した原審判（消
極財産の全部又は一部を知り又は知り得べき時から熟慮期間が起算
されるとした。）を取り消して申述受理。
イ　否定例
　　⑫ 仙台高裁平成４年６月８日決定・家裁月報46巻１号26頁、判例タ
イムズ844号232頁
被相続人Ａは平成３年２月21日死亡、Ｘらは被相続人の子であるが
Ａの死亡をその当日知った。Ｘらは、同年９月19日、Ａが昭和63
年に起こした交通事故による自賠法３条に基づく損害賠償請求訴訟
の訴状を受け取り、そこで、同年10月29日に相続放棄の申述をし
たところ、原審は右申述は熟慮期間を経過したことを理由に却下し
た。本決定は、相続財産の一部でも認識し又は認識し得べき場合に
は熟慮期間の起算点を繰り下げる必要はない旨判示して抗告を棄却
した。
　　⑬高松高裁平成13年１月10日決定・家裁月報54巻４号66頁
申述人Ｘ（被相続人Ａの養子で唯一の相続人）はＡ死亡日その事実
を知りかつＡの相続財産として宅地・建物及び預金15万円がある
ことを知っていた。Ｘは上記預金を葬儀費用（約18万円）に利用
した。Ａ死亡後約３年８月後にＡが甥の保証人になっていて金額が
5500万円であることを知り、知った時から３か月以内に申述した。
本決定は、起算日はＡ死亡当日だとして、申述を却下した原審判を
維持。Ｘ許可抗告。
最高裁は、原審の判断を正当として抗告棄却（最高裁第三小法廷平
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成13年10月30日決定・家裁月報54巻４号70頁）。
　　⑭東京高裁平成14年１月16日決定・家裁月報55巻11号106頁
申述人Ｘらは被相続人Ａ死亡の７日後に遺産分割協議をしＡもと所
有の不動産を長男に単独取得させることで合意し長男以外の者は相
続分不存在証明書に署名押印していた。Ａ死亡後約３年７月を経過
した時に銀行からＡが7000万円を超える連帯保証債務を負担して
いるとして支払を求める訴え提起。Ｘらは訴状送達されて初めてそ
の債務を知ったとしてその時から３か月以内に相続放棄申述。原審
は却下。
本決定は、ＸらはＡ死亡の７日後には相続財産を具体的に認識して
いたとしてＡに相続財産がないと信じたとは認められないとして抗
告棄却。許可抗告。
　　　 最高裁は原審の判断を正当として抗告棄却（最高裁第三小法廷平成
14年４月26日決定・公刊物未搭載）（24）。
（２）　訴訟段階で申述の有効性が問題になった事案
　ア　肯定例
　　⑮ 東京高裁昭和61年11月27日第10民事部判決・判例タイムズ646号
198頁
被相続人Ａは昭和59年２月24日死亡、Y1はＡの養子、Y2はＡの長
女である。相続開始後約10か月を経てＡの不法行為（不動産取引
の慣行に関して責任を問うもの）を理由とする損害賠償請求の訴状
送達を受け、その11日後に相続放棄の申述をし、原審で受理され
た事案で、Ｙらが訴状送達時までＡには相続財産が全くないと信じ
たことは、認定されるＹらの勤務状況、年齢等の具体的事情から、
やむを得ないものとして、Ｙらには相続財産の有無の調査を期待す
ることが著しく困難であったから、59年最判のいう「相当な理由」
（24）　尾島・前掲注７・32頁による。
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ありとして相続放棄を有効とした。
　イ　否定例
　　⑯福岡高裁昭和62年５月14日判決・判例タイムズ650号229頁
被相続人Ａは昭和53年５月20日死亡、ＢはＡの妻、Y1、Y2及び Y3
はＡの子。ＸとＡが公庫に対する借受金債務の共同連帯保証人で、
Ｘが代位弁済したので、Ａとの特約に基づき、Ａの相続人で相続放
棄申述が受理されたＢと Y1、Y2及び Y3に対し代位弁済金の支払を
請求した。ＢはＡの死亡前に Y1、Y2及び Y3を連れて実家に帰り別
居し13年間Ａと往来がなかった。Y1、Y2及び Y3がＡの下に出入り
して学費等を貰ったりしていたが、Ｂと Y1はめぼしい財産はない
と信じて格別の調査をしなかった。ＢはＡの死亡翌月から約半年間
に３回に渡り、Ｘから本件保証債務の存在とそれは妻Ｂが相続する
ものと聞かされていた。Y1、Y2及び Y3はその約３年半後の昭和57
年４月７日、Ｂから本件保証債務の存在を知らされて相続放棄申述
をした。２審は申述を有効とした。
本判決は、Y1及び Y2は生前のＡとの関わり合いから見て何等かの
積極消極財産があると考えるのが常識であるとして過失ありとし、
Y3についても子供を引き取って事実上離婚した場合でも夫の債務
を妻が相続するのは誰でも知っている一般常識であるとして、法定
代理人Ｂが保証債務の存在を知らされた第２回の時をもって熟慮期
間の起算点であるとした。
　　⑰ 大阪高裁昭和63年７月29日判決判例タイムズ680号206頁
被相続人Ａが国税を滞納したまま昭和49年12月21日死亡し、Ａの
Ｘは死亡の事実をそのころ知り、相続財産に対して破産宣告がされ
た。Ｙ（国税局長）は、破産事件において滞納国税に満つる配当を
受ける見込みがないとして、滞納税のうちＸの法定相続分を徴収す
るため、Ｘの固有財産に差押処分をしたので、Ｘがこの処分の取消
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しを求めた。１審は、相続財産に対して破産宣告がされても、Ｘが
単純承認した以上Ｘは被相続人の債務を承継する、としてＸ敗訴。
控訴審でＸは、被相続人の債務を承継することがあり得ることを１
審の敗訴で知ったとして、１審判決の送達を受けた後の昭和61年
３月22日、相続放棄の申述をし受理された。Ｘは、破産宣告によ
り自己が相続財産を承継する余地はないと認識していたが、１審で
の敗訴により承継することがあり得ることを知るに至ったから、原
判決送達時の昭和60年12月24日から熟慮期間を起算すべきである
旨主張したが、本判決は、59年最判の「相当の理由」は厳格に解
すべきであるとした上で、Ｘの主張を退けた（Ｘは被相続人の死亡
後間もなく相続の開始と自己が相続人となった事実を知り、熟慮期
間内に限定承認の申述をしたがこれが却下され、その時点で相続放
棄をすれば有効となる余地があったのに、相続財産破産の申立てを
したことに首肯すべき理由は見出し難いとした。）。
　　⑱大阪高裁平成２年11月16日判決・判例タイムズ751号216頁
ＸがＡとの間の信用保証委託契約に基づきＡに代位して金融機関に
支払った弁済金の残金について、Ａ及びその連帯保証人である夫・
被相続人Ｂ（昭和60年８月21日死亡）の相続人であるＡ、Ｃ（長
男）、Ｙ（二男）らに返還請求したもので、Ｙが相続開始の約３年
後にした相続放棄の申述の効力が争われたものである。Ｙは昭和55
年から家族と離れて生活していたので会社員であるＢが死亡当時債
務を負っていることを知らず、遺産として建物があること及び経営
している母Ａに債務のあることは知っていたというのである。Ｂと
同居していたＣらに遺産分割を委ね自ら事実上相続を放棄する趣旨
で自己の実印と印鑑証明書をＡに渡し、前記遺産であるＢの土地建
物については昭和60年11月29日付けでＣ名義に相続登記された。
１審は、相続すべき債務の存在を知らずそれに相当の理由がある場
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合には、相続放棄の可否を自由かつ合理的に決定し得る程度に相続
財産の全容を認識し得た時又は通常認識しえたはずの時から熟慮期
間が起算される、として繰下げを認めた。本判決はこれを認めず、
相続人は遺産の存在を知っていて債務を含め相続財産の内容の確認
も容易であったとし、熟慮期間の起算点をＢの死亡により自己が相
続人となったことを知った時と異別に解すべき理由はなく、特段の
事情は認められないとして、原判決を取り消し、Ｘの請求を認容し
た。
　　⑲大阪高裁平成21年１月23日判決・判例タイムズ1309号251頁
被相続人Ａは平成15年３月25日死亡、その後３か月経過後の同年
12月25日、相続人間で遺産分割協議成立。その際Ａには不動産等
の積極財産及びＸ以外に対する約7600万円の債務（消極財産）が
あるが、積極財産が消極財産を若干上回るとの前提でＹは不動産の
一部や債務の一部を相続した。ところが、平成19年６月８日に本
件訴訟（ＸのＡに対する貸付金等について、Ａの相続人Ｙに対する
請求）が提起され、債務が元本だけで約３億円以上あることが判明
した。そこでＹは同年７月11日相続放棄の申述をし、受理された。
本判決は、ＹはＡが死亡した時点でＡの相続財産の有無及びその状
況等を認識又は認識することができるような状況にあった（少な
くともＡに相続財産が全くないと信じるような状況になかった。）
し、Ａに積極財産及び消極財産があることを認識して遺産分割協議
をし、不動産の一部について相続登記を経由し債務も弁済していた
ような事情に照らせば、本件訴訟提起まで本件債務のあることを知
らなかったとしても、熟慮期間を本件訴状送達日から起算すべき特
段の事情があったとはいえない、としてＹの抗弁を排斥してＸの請
求を認容した原判決を維持し、控訴を棄却した。
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８　上記の裁判例の検討
　上記の公判裁判例だけを総合してみると、申述受理段階のものは、起算
点の繰下げを認めたもの（肯定例）が多く、繰下げを認めないもの（否定
例）は少ない。そして、その理由としても、非限定説的なものが多い。こ
れに対し、訴訟段階のものは、否定例が多く、その理由は、限定説的なも
のが多い。なお、⑬及び⑭について、最高裁が許可抗告を棄却しているの
で、最高裁は限定説に立つと解する見解が有力である（25）。また、審理範囲
については、受理段階では謙抑的に運用し、明白な要件欠缺がない限り原
則として受理すべしとの見解に立つことを明言する裁判例（②、④及び
⑥）が注目される。
９　家裁実務の現状
　家裁審判に際して、申述書の形式的審査と本人の自由な意思の存否が
確認されるにとどまり、放棄理由や必要性の有無は審理の対象とされな
い（26）。そして、申述書自体から本人の真意に基づくものと認める限り、必
ずしも本人の審問を行うことを要しない（27）。
　一般的運用例としては、裁判所から申述人への照会がされ（照会書の様
式は、相続開始後３か月経過前のものと、３か月経過後のものとがあるよ
うである。）、これに対する申述人からの回答を受けて、参与員による聴取
りや、事案により裁判官が審問するというものであるが、審問の事例は少
なく、また、却下の事例も少ないようである。例えば、筆者が勤務したこ
とのある家裁では、回答書に「債権者からの催告によって相続開始を知っ
た。」とあり、不動産等の資産についての記載がなければ、催告の書類等
の存在を疎明させた上でそのまま受理し、不動産等の資産が記載してあれ
ば、裁判官の審問などさらなる審理をする取扱いが一般であった。審判の
（25）　前掲注12の文献。
（26）　裁判所職員総合研修所「親族法相続法講義案７訂版」313頁。
（27）　最高裁第三小法廷昭和29年12月21日判決・民集８巻12号2222頁。
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実務では、被相続人死亡後３か月を経過した相続放棄申述事件につき、実
質的審査説に立つとしても、申述者に対する照会、必要があれば審問など
によって一応の審理をし、３か月以内に相続放棄の申述をしなかったこと
に相当の理由がないと明らかに判断できる場合だけ申述を却下し、それ以
外の場合は申述を受理する取扱いが定着している（28）。
　なお、裁判所の HP（http://www.cour ts.go.jp/saiban/syurui_kazi/
kazi_06_13/）には、相続放棄の手続の内容に関する説明として次のよう
な記載がある。
　「Q１．夫は数年前に死亡しているのですが、相続放棄の申述をするこ
とはできるのですか。
　Ａ． 相続放棄の申述は、相続人が相続開始の原因たる事実（被相続人が
亡くなったこと）及びこれにより自己が法律上相続人となった事実
を知ったときから３か月以内に行わなければなりません。ただし、
相続財産が全くないと信じ、かつそのように信じたことに相当な理
由があるときなどは、相続財産の全部又は一部の存在を認識したと
きから３か月以内に申述すれば、相続放棄の申述が受理されること
もあります。」（傍線筆者）
10　本決定の位置付けと今後の運用等雑感
（１）　本決定の位置付け
　　　 本決定は、少なくとも、相続放棄受理段階において、限定説を採用
しなかった一事例であると解される。すなわち、本件の抗告人ら
は、被相続人死亡当時、相続財産として不動産があることは知って
いたのであり、それを自らが相続することはないと考えていただけ
であるから、「相続財産が全く存在しないと信じた」とはいえず、
（28）　遠山和光「相続放棄申述の熟慮期間」（判例タイムズ臨時増刊1100号「家事関係
裁判例と実務245題」306頁）（平成14年）
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本決定の結論は限定説では説明できない。なお、前掲平成14年の最
高裁決定が維持した原審（⑭）は、遅くとも遺産分割協議時点で相
続財産を具体的に認識していた、として繰下げを認めなかったもの
である。本決定は、「現実の遺産分割協議がされたものではない。」
としているものの、経過の詳細等は訴訟手続内で判断されるべきも
のとしており、遺産分割協議を経ていると認定判断されれば逆の結
論になる可能性がある。非限定説の意図が過大な相続債務存在が判
明した場合の救済だとすると、本決定の採用した枠組みが、これに
結び付くかは必ずしも明らかではない。
（２）　家裁の相続放棄申述事件での審理の在り方
　　　 上記のような最高裁判例とその後の下級審裁判例の傾向をも踏まえ
て、今後の運用の在り方を考えてみる。
　　　 裁判所の HPは、59年最判をそのまま引用しているかのようではあ
るが、「などは」という文言で含みを持たせている（他方、民間の
HPでは、緩やかに受理されることがあるというような説明が散見
される。）。
　　　 以上に記したことで明らかなように、家裁の受理審判は比較的緩や
かであり、原則受理説に親しむものである。相続放棄の行われる実
情やその社会的機能を考えると、申述受理の基準を緩くする原則受
理説には、それなりの利点がある。相続人が被相続人の死後数年経
過して初めて債務の存在を知り、生活に困窮し、場合によっては自
己破産まで強いられる事例は、巷間見聞するところである。家裁に
おいて、あまりに審理を綿密にすると、「相続財産が全くないと信
じた。」という事例は案外少ないことに気付く。大きな負債がある
事例では、それ相応の積極財産もあるのが普通であり、これを被相
続人死亡時点で全く知らない相続人は稀であろう。相続債務を後か
ら知ったことを理由とする申述の受理が容易になれば、狡猾なある
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いは怠慢な債権者が、費用をかけて訴えを提起することを抑止する
ことになる。 
（３）　限定説か非限定説か、それとも第三の説か。
　　　 上記のように、受理段階では、非限定説に立つと思われる裁判例も
多い。
　　　 ところで、原則受理説は、申述段階と、一たび相続放棄の有効性が
訴訟等で争われた段階とでは、審理の範囲が異なるだけでなく、そ
こで適用される準則までも異なり得ることで結論が異なる可能性が
あることを認めるのであろうか（29）。もしそうだとすると、相続放棄
申述段階で受理されても、後の訴訟では、家裁とは異なる法解釈に
よって無効とされることになるが、両者ができる限り一致しない
と、相続放棄申述をした相続人にとっても、相続債権者にとって
も、予測がつかず、法的不安定状態に置かれるし、事実認定のレベ
ルではなく、法解釈のレベルで受訴裁判所がどのような見解を採る
か分からない、という理由で判断を回避することには、家裁の裁判
官としても抵抗があるのではないだろうか。
　　　 そこでやはり、最終的にいかなる説に立てばよいか見極めておく必
要がある（30）。
　　　 自己が相続財産を取得しないことが確実と信じていれば、相続財産
の調査も相続放棄の申述も期待できないであろう。59年最判のい
う「相続財産が全くないと信じた」という文言の代わりに、「自己
が取得すべき相続財産が存在しないと信じた」と緩和して説示する
裁判例が目に付くが、これをいわば「主観化し過ぎ」として批判す
（29）　梶村太市「家事事件の要件事実における普遍性と特殊性－行為規範・裁判規範の
分離をめぐって－」（「要件事実の現在を考える」94頁・平成18年）は、相続放棄の
熟慮期間の遵守につき、当事者の行為規範として機能する場合、家庭裁判所の審判
規範として機能する場合及び訴訟裁判所の判決規範として機能する場合で、異なり
得ることを指摘する。
（30）　限定説と非限定説の得失についての詳細な分析として、尾島・前掲注７、松田・
前掲注13など。
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る見解もあるだろう（31）。程度問題ではあるが、他の者に全部相続さ
せる遺言がある場合（前記裁判例⑧、⑩）や、相続人間の協議・慣
習等で特定の相続人が取得することになっている場合（同③、⑤、
⑦）も、上記の「期待できない」点では、「相続財産が全くないと
信じた場合」と状況は同じで、明確に線引きすることは難しいよう
に思われる。
　　　 熟慮期間３か月という民法の規定や、金銭債務は法定相続分に従っ
て当然分割されることを知っている国民がどれだけいるかは知らな
いが、この点は運用論として無視できない。それに、「３か月」と
いう法定期間は、核家族化と家族の多様化が進みかつ多忙な現代社
会では、諸雑事に追われるうちに過ぎてしまうだろう（32）。また、特
定の相続人が被相続人の身の回りをみている場合は、他の相続人が
「調査する」ことは必ずしも容易ではない。そもそも、債権者は被
相続人の資力を当てにして取引をしているはずであり、相続人の固
有資産を当てにするのは筋が違う。このような相続人と債権者の立
場を比較考量すれば、相続開始後、数年も経過して初めて相続人に
相続債務を請求してくる相続債権者は、保護に値しないことが殆ど
ではなかろうか。非限定説では法的に複雑な問題が起こる危険があ
るというが（33）程度の差はあれ、これは限定説でも起こり得ること
であり、別途解決すべきものであろう。万が一起こり得べき法的混
（31）　松田・前掲注13・393頁参照。
（32）　もっとも３か月という期間自体は明治民法でも同じであった。その理由について
は、「・・・相続人が相続の承認又は放棄の意思表示をなすべき期間に関しては諸国
の立法例その軌を一にせず今相続財産の少なき場合においては既成法典におけるが
如く３か月の調査期間の外尚ほ１か月の調査期間を要せざるべくまた相続財産の額
大なるときか若しくは相続人が海外に在るが如き事情の存するがため期間を延長す
るの必要ある場合においては既成法典におけるが如く単に３か月以内の期間を許す
のみにては到底その必要に応ずること能わざるべし・・・」とされている。（原文は
カタカナ。明治31年６月刊民法修正案理由書。日本立法資料全集別巻32・平成５年
11月・信山社）
（33）　尾島・前掲注７・25頁は、非限定説は、限定承認や法定単純承認の規定との関係、
積極財産を処分した場合や相続債務を支払った場合など多くの問題があるとしてい
る。
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乱や煩雑さを避けるがために、非限定説を立法論として切り捨てる
のは、本末転倒か少なくとも実務感覚として割り切れなさが残る。
前記した最高裁の許可抗告の２件の決定も、例文で棄却した、いわ
ば事例判例である。
　　　 こうして考えてみると、59年最判が限定説に立つと理解されると
しても、それほど強固なものではなく、今後変更される可能性も大
いにあるのではないか。今のままでは、家裁実務及び訴訟実務の不
安定さは新立法がされるまで解消されず、裁判所利用者の混乱は残
る。具体的事案を見据えた実務の傾向を無視することはできず、例
外事由の基準緩和の方向で再検討すべきではなかろうか。
11　おわりに
　相続放棄の実務は古くて新しい問題である。家裁実務に携わっている
と、相続放棄申述受理は、受理さえすれば抗告の途はないが、実質的審査
説に立ち、59年最判の「全く」相続財産が存在しないと信じたかどうか、
という規律を愚直に貫くと、非常に悩ましい事件に変貌する。原則受理説
は処理として容易ではあるが、後はすべて訴訟裁判所任せという訳にもい
かないであろう。この問題を、社会的実態に即して統一的に解決する方向
に裁判例・運用が進むことを願う。
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（本学法科大学院教授）
